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In brief 

研究開発税制は、我が国の企業の国際競争力強化のために、最も重点が置かれて来た政策税制の一つで

あると考えられます。平成 29 年度税制改正（以下「2017 年度税制改正」）では、「競争力強化のための研究

開発税制の見直し」が税制改正の柱の一つとして盛り込まれ、「第 4 次産業革命」への対応や研究開発投資

の増減に応じて支援にメリハリを効かせる制度への見直しを行っています。 

具体的には、①「第 4 次産業革命型」のサービス開発のための試験研究に係る一定の費用を研究開発税制

の対象として新たに追加すること、②総額型の控除率を試験研究費の増減に応じたものとすること、③オープ

ンイノベーション型の研究開発に対する措置について、対象費用の追加・変更の柔軟化や手続きの簡素化

など、要件の緩和を図ること等の改正が行われています。本号では改正法に基づき、制度の概要と適用上の

留意点について解説いたします。 

 

In detail 

1. 2017年度税制改正による研究開発税制の見直しの概要 

今般の研究開発税制の見直しにおいては、「第 4 次産業革命」の革新的技術（IoT、人工知能、ビッグデータ）

活用による企業の新たなビジネスモデルの展開を後押しする措置として、試験研究の対象として新たに「サー

ビス開発」（対価を得て提供する新たな役務の開発）が加えられた点が注目されます。今後はより広範な業種

の企業による研究開発税制の適用が考えられますが、対象となる「役務」の要件や試験研究費の範囲につい

て、改正法や今後発遣される通達等により、制度適用の可否を見極めていくことが重要になると思われます。 

 

研究開発税制の制度的な枠組みは、恒久措置（総額型）における試験研究費の控除率が改正前の「売上高

試験研究費比率」に代えて「増減試験研究費割合」に見直されたことから、増減割合によっては改正前よりも

控除率が減少することもありますので、改正の影響を見据えた投資計画の検討が必要です。なお、恒久措置

の控除率の算定方法の見直しに伴い、改正前の上乗せ措置（増加型と高水準型の選択）のうち増加型は廃

止され、高水準型のみの制度として 2 年間延期されることになります。 
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2. 研究開発税制の対象となる試験研究費の範囲の見直し 

改正前は、研究開発税制の対象となる試験研究費は「製品の製造又は技術の改良、考案若しくは発明に係

る試験研究のために要する費用」とされていました1。改正により、「サービス開発」に係る一定の試験研究の

ために要する費用が加えられ、対象とされる試験研究や試験研究費について施行令等で明らかにされました。 

 

「サービス開発」は「対価を得て提供する新たな役務の開発」と定義されていますので、業種は問われません

が、既存のサービスではなく新たに提供されるサービスとして開発されるものに限られます。但し、サービス開

発のプロセスでは、大量の情報の収集、分析、分析結果を利用した役務設計、当該役務の再現性の確認が

すべて行われることが要件とされます。又、情報の分析は専門的知識を有する者（情報解析専門家）が専用

のソフトウエアを用いて行われることが前提とされ、対象となる試験研究費のうち人件費はサービス開発の業

務に専ら従事する者に係るものに限られますので、（外部委託によらない場合は）サービス開発のための部門

ないし組織としての体制が整備されていることも必要と考えられます。 

 

サービス開発の目的とされる役務の例としては、ドローンを活用した新たなサービス、ヘルスケアサービス、ス

マート農業等が挙げられていますが、いずれもビッグデータ等を活用して第 4 次産業革命にいち早く対応し

た企業の先進的な取組の動きを見据えたものと言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                             
1 「製品の製造」又は「技術の改良、考案若しくは発明」に当たらない人文・社会科学関係の研究は対象とされていません（事務能率・経

営組織の改善に係る費用、販売技術・方法の改良や販路の開拓に係る費用、単なる製品のデザイン考案に係る費用、既存製品に対す

る特定の表示の許可申請のために行うデータ集積等の臨床実験費用等）は除外されています。 

【出所：経済産業省税制改正資料を基に作成】 
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サービス開発の定義 対価を得て提供する新たな役務の開発 

サービス開発の 

試験研究 

(措令 27 の 4②、 

措規則 20①) 

サービス開発を目的として、以下の全てが行われる場合の業務 

（i） 大量の情報を収集する機能を有し、その機能の全部若しくは主要な部分が自動化されている機器若しくは

技術を用いる方法によって行われた情報の収集又はその方法によって収集された情報の取得 

(ii)  (i)の収集に係る情報又は(i)の取得に係る情報について、一定の法則を発見するために行われる分析(注) 

(注)「情報解析専門家」(情報の解析に必要な確率論及び統計学に関する知識並びに情報処理に関して必要

な知識を有すると認められる者）により情報の解析を行う専用のソフトウエアを用いて行われる分析 

(iii) (ii)の分析により発見された法則を利用した当該役務の設計 

(iv) (iii)の設計に係る(iii)に規定する法則が予測と結果とが一致することの蓋然性が高いものであることその他

妥当であると認められるものであること及び当該法則を利用した当該役務が当該目的に照らして適当であると

認められるものであることの確認 

対象費用 

(措令 27 の 4③二、

措規則 20①) 

（i）その試験研究を行うために要する原材料費、人件費（上記(ii)の分析を行うために必要な専門的知識をもっ

て当該試験研究の業務に専ら従事する者(注)に係るものに限る）及び経費（外注費にあっては、これらの原材

料費及び人件費並びに外注費以外の経費に相当する部分に限る） 

(注) 情報解析専門家でその専門的な知識をもつてサービス開発の試験研究の業務に専ら従事する者 

(ii)  他の者に委託をして試験研究を行う当該法人の当該試験研究のために当該委託を受けた者に対して支

払う費用（（i）に規定する原材料費、人件費及び経費に相当する部分に限る） 

サービス開発の 

具体例 

(経済産業省税制改

正資料より) 

・自然災害予測サービス（的確な自然災害予測の提供等） 

 ドローンにより山地の地形や土砂、降雪状況等を収集・分析 

・ヘルスケアサービス（健康維持サポート情報の配信等） 

ウェアラブルデバイスにより個人の 健康状態を細かく収集・分析 

・農業支援サービス(効果的な農作業情報の配信等) 

センサーにより農地の温度や湿度等を細かく収集・分析 

・観光サービス（観光情報（オーロラやクジラが見られる等）の配信等） 

 ドローンや人工衛星により自然界や生態系情報等を細かく収集・分析 

 

3. 恒久措置及び上乗せ措置の控除制度の見直し 

(1) 恒久措置の控除制度の見直し 

改正前は、試験研究費の総額の一定割合(「売上高試験研究費比率」)を控除する仕組とされていましたが、

改正により、増減試験研究費の額2の比較試験研究費の額3に対する割合(増減試験研究費割合)に応じて控

除率が変動する仕組みに改組されます。 

2 年間の時限措置として、①控除率の上限（10％）が、14％ に引き上げられ、②試験研究費割合4が 10％を

超える場合は、税額控除の上限額（当期の法人税額の 25％相当額）に、当期の税額に（試験研究費割合－

10％）×2 の割合（上限は 10％）を乗じた金額が上乗せされます。②の上乗せ措置を適用する場合には、高

水準型の上乗せ措置の適用はできません。 

 

 
                                                             
2 その適用を受ける事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される試験研究費の額から比較試験研究費の額を減算した金額 
3 前 3 年以内に開始した各事業年度において損金の額に算入される試験研究費の額を平均した額 
4 損金に算入する試験研究費の額÷平均売上金額（その事業年度および過去 3 年の事業年度における売上金額の平均額） 
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(2) 上乗せ措置の控除制度の見直し 

改正前では、上乗せ措置として試験研究費の増加額に係る特別税額控除（増加型）又は平均売上金額の 

10％相当額を超える試験研究費に係る特別税額控除（高水準型）を選択適用でき、総額型の控除に加えて

さらに法人税額の 10％相当額の控除が認められていました。改正により増加型の控除制度を廃止して高水

準型のみとし、適用期限が 2 年延長されます。  

 

改正後の総額型又は中小企業技術基盤強化税制における、試験研究費割合が 10％を超える場合の上乗

せ措置を適用する場合には、上記の高水準型の控除制度は適用できません。 

 

4. 中小企業技術基盤強化税制の見直し 

中小企業技術基盤強化税制の控除制度の仕組みは改正後も改正前と変更はありません（試験研究費の額

の 12％を控除）。 

 
2 年間の時限措置として、①増減試験研究費割合が 5％を超える場合には、12％の控除率に、 （増減試験

研究費割合– ５％） × 0.3 が上乗せされ（上乗せ後の上限は１７％）、控除税額の上限（当期の法人税額の

25％）に当期の法人税額の 10％が上乗せされ、②試験研究費割合が 10％を超える場合には、控除税額の

上限（当期の法人税額の 25％）に、（試験研究費割合– 10％） × 2 が上乗せされます（上限は１0％）。但し、

①控除税額の上限の上乗せ措置と②の上乗せ措置は選択適用となります。 

 
上記の①ないし②の控除税額の上限の上乗せ措置が適用される場合は、高水準型の税額控除制度の適用

はできません。 

 
なお、 2019 年 4 月 1 日以後開始事業年度より、中小企業技術基盤強化税制の適用対象から中小企業者

のうち適用除外事業者に該当する法人が除外されます。 

 
中小企業者 

① 資本金の額若しくは出資金の額が 1 億円以下の法人(下記に該当する法人を除く) 

1） 大規模法人（資本金もしくは出資金の額が１億円超の法人または資本もしくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員

の数が 1,000 人超の法人）に発行済み株式又は出資総数・総額の１/2 以上を所有されている法人 

2） 2 以上の大規模法人に発行済み株式又は出資総数・総額の 2/3 以上を所有されている法人 

② 資本若しくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 千人以下の法人 

 

適用除外事業者 

前 3 事業年度（基準年度）の所得金額の平均が年 15 億円を超える法人（設立後 3 年を経過していない法人等については調整を加え

た金額による） 

 

5. 特別試験研究費の額に係る税額控除制度についての見直し 

オープンイノベーション型の研究開発（特別試験研究費）の制度の見直しでは、控除制度活用を促進するた

めに、対象費目の拡大の他、手続要件等の緩和が盛り込まれています。 

 
改正項目 改正前 改正後 

対象費目の拡大

(措規則 27 の 4⑲

一、三) 

・特別試験研究費の対象となる大学等との共同研究

及び大学等への委託研究に係る相手方が支出する

費用で自己が負担するものについて、監査を受け、

当該大学等の確認を受けた金額 

・試験研究費の対象となる費目は、原材料費、人件

費、旅費、経費及び外注費に限定 

・特別試験研究費の対象となる大学等との共同研究及

び大学等への委託研究に係る相手方が支出する費用で

自己が負担するものについて、監査を受け、当該大学等

の確認を受けた金額 

・共同/委託研究に要した費用（大学等の研究施設にお

ける光熱費、修繕費等も対象となる） 

対象費用の追加・

変更の柔軟化 

契約変更があった場合には、その契約変更日以後

に支出した費用のみが対象 

契約変更前に支出した費用であっても、その契約に係る

ものであることが明らかであり、その支出日と契約変更日

が同一事業年度であれば、対象とする 

確認方法の簡素化 事業年度終了時における特別試験研究費の額であ

ることの確認は、費用内訳（明細書）と領収証等との

突合により行うこととされている 

領収証等との突合までは求めないこととする 

【出所：財務省税制改正資料及び経済産業省税制改正資料】 
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6. 改正法対応に向けた今後のアクション 

「サービス開発」の試験研究費が新たに研究開発税制の対象に加えられたことを受けて、制度の適用を検討

するに当たっては、以下の点に留意する必要があります。 

 

まず、新たに開発が計画されている役務に係る「試験研究活動」がサービス開発に該当するか否かを見極め

る必要があります。対象とされる役務については業種を問わず多様な内容が想定されますが、「サービス開発」

の判定の鍵となるのは、大量の情報を収集し、4 つのプロセスすべて含む開発行為となっているかどうかとい

う点です。 

 

「サービス開発」に該当すると判断される場合は、試験研究費として申告を行うためのデータ管理や費用の集

計等の経理システムの整備が必要となります。 既に研究開発税制を適用している法人の場合は、サービス

開発業務に係る人件費や経費、材料費を既存の試験研究費の集計作業に組み込むだけで済みますが、新

たに研究開発税制の適用を検討する場合は、試験研究費として集計される費用については、開発業務に従

事する者の時間集計の他に、他の経費、材料費、人件費と区別ができるような経理システムの対応を図ること

も必要となります。 

 

(参考) 

恒久措置 

青色申告法人の 2015 年 4 月 1 日以後開始事業年度(解散事業年度を除く)において損金算入される試験研究費の額がある場合

に、特別試験研究費の控除とそれ以外の試験研究費を別枠化して法人税額から控除する 

試験研究費の総額に係る税額控除（総額型） 

 改正前 改正後 

試験研究

費の範囲 

製品の製造又は技術の改良、考案若しくは発明に係る

試験研究のために要する費用（特別試験研究費を除く） 

新サービス開発の費用を追加 

控除額 試験研究費の額×控除率（8～10%） 

控除率＝8%＋試験研究費割合(注 1)×0.2 

 

試験研究費の額×控除率（6～10%、2 年間は最大 14%） 

控除率 

①増減試験研究費割合(注 2)が 5%超 

  9%+（増減割合-5%）×0.3 (上限 10％、2 年間は 14%） 

②増減試験研究費割合が 5%以下 

 9%-（5%-増減割合）×0.1 (下限 6%） 

控除上限 法人税額の 25% 法人税額の 25% （2 年間の上乗せ措置で最大 35%) 

試験研究費割合(注 1)が 10%を超える場合： 

(25％＋(試験研究費割合－10％）×2）控除上限 35% 

上記上乗せ措置を適用する場合には、高水準型の控除制

度の適用はできない 

中小企業技術基盤強化税制 

 改正前 改正後 

試験研究

費の範囲 

製品の製造又は技術の改良、考案若しくは発明に係る

試験研究のために要する費用（特別試験研究費を除く） 

新サービス開発の費用を追加 

控除額 試験研究費の額×12% 

 

試験研究費の額×12% (2 年間の上乗せ措置で最大 17%) 

増減試験研究費割合(注 2)が 5%超の場合： 

12% +（増減割合-5%）× 0.3（上乗せ後の上限 17％） 

控除上限 法人税額の 25% 法人税額の 25% （2 年間の上乗せ措置で最大 35%) 

①増減試験研究費割合が 5%超の場合：控除上限 35% 

②試験研究費割合(注 1)が 10%を超える場合： 

（25％＋(試験研究費割合－10％）×2）控除上限 35% 

 

上記上乗せ措置を適用する場合には、高水準型の控除制

度の適用はできない 

法人住民

税の控除 

適用あり  同左 
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(注 1)損金に算入する試験研究費の額÷平均売上金額（その事業年度および過去 3 年の事業年度における売上金額の平均額） 

(注 2)増減試験研究費の額の比較試験研究費の額に対する割合 

増減試験研究費の額：その適用を受ける事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される試験研究費の額から比較試験研究費

の額を減算した金額 

比較試験研究費の額：前 3 年以内に開始した各事業年度において損金の額に算入される試験研究費の額を平均した額 

 

恒久措置 

特別試験研究費に係る税額控除（オープンイノベーション型） 

青色申告法人の 2015 年 4 月 1 日以後開始事業年度(解散事業年度を除く)において損金算入される試験研究費の額がある場合

に、特別試験研究費の控除とそれ以外の試験研究費を別枠化して法人税額から控除する 

 改正前 改正後 

特別試験

研究費の

範囲 

中小企業からの知財権使用料等を含む、原材料費、

人件費、旅費、経費及び外注費に限定 

研究に要した費用に拡大 

控除額 特別試験研究費×20%（企業間等）又は 30%（大学・特

別試験研究機関等との共同・委託研究） 

同左 

控除上限  法人税額の 5%  同左 

法人住民

税の控除 

中小企業者等について適用  同左 

 

上乗せ措置（時限措置) 

 試験研究費の額が増加した場合等の税額控除 

 改正前 改正後 

制度概要 

 

青色申告法人の 2017 年 3 月 31 日までの間に開始す

る各事業年度(解散事業年度を除く)において損金算入

される試験研究費の額がある場合に、増加試験研究費

等の要件を満たすときは、高水準型と増加型のいずれ

かを恒久措置とは別枠で法人税額から控除 

増加型を廃止し、2019 年 3 月 31 日まで延長 

 

控除額 ①の高水準型又は②の増加型を選択適用 

① (試験研究費の額 - 平均売上金額 ｘ 10％) ｘ 控除

率（（試験研究費割合 – 10%） × 0.2） 

② 増加試験研究費の額 ｘ 控除率（5～30%）    

（増加試験研究費の額が比較試験研究費の額の 5％を

超え、試験研究費の額が基準試験研究費の額を超える

場合) 

②は廃止、①のみとする 

控除上限 法人税額の 10% 法人税額の 10% 

総額型の上乗せ措置、中小企業技術基盤強化税制の上乗

せ措置を適用する場合には、10%の控除の適用なし 

法人住民税

の控除 

中小企業者等について適用  同左 
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Let’s talk 

より詳しい情報、または個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお問

い合わせください。 

PwC 税理士法人  
〒100-6015 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 5 号 霞が関ビル 15 階 
電話 : 03-5251-2400（代表）  

Email: pwcjapan.taxpr@jp.pwc.com 

www.pwc.com/jp/tax 
 

パートナー  

川崎 陽子 

03-5251-2450 

yoko.kawasaki@pwc.com 

パートナー  

鬼頭 朱実 
03-5251-2461 

akemi.kitou@jp.pwc.com 

パートナー  

村上 高士 

03-5251-2341 

takashi.a.murakami@pwc.com 

 

ディレクター  

荒井 優美子 

03-5251-2475 

yumiko.arai@pwc.com 
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